
令和 3 年第 1 回さくら市議会

定例会追加議案書
（令和 3 年 3 月 15 日提出 追加議案第１号～第 6 号）
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付 議 事 件
第 1 回定例会

番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

追加

１

押印等を求める手続の見直し等のための関係条例

の整理に関する条例の制定について
市 長 P 4

追加

2

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を

改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定について

〃 P 7

追加

3

さくら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

費用弁償に関する条例の一部改正について
〃 P 10

追加

4
令和 2 年度さくら市一般会計補正予算（第 14 号） 〃 P 11

追加

5
令和 3 年度さくら市一般会計補正予算（第 1 号） 〃 P 33

追加

6
第 2 次さくら市総合計画基本構想の変更について 〃 P 54
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追加議案第 1 号

押印等を求める手続の見直し等のための関係条例の整理に関

する条例の制定について

押印等を求める手続の見直し等のための関係条例の整理に関する条例

を次のように定める。

令和 3 年 3 月 15 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

押印等を求める手続の見直し等のための関係条例の整理に関

する条例

（さくら市固定資産評価審査委員会条例の一部改正）

第 1 条 さくら市固定資産評価審査委員会条例（平成 17 年さくら市条例

第 28 号）の一部を次のように改正する。

第 4 条第 4 項を削り、同条第 5 項を同条第 4 項とし、同条第 6 項を

同条第 5 項とする。

第 7 条第 3 項中「記載し、意見を聴いた委員及び調書を作成した書

記がこれに署名押印しなければならない」を「記載しなければならな

い」に改める。

第 8 条第 5 項中「記載し、提出者がこれに署名押印しなければなら

ない」を「記載しなければならない」に改め、同条第 8 項中「記載し、

審理を行った委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印しなけれ

ばならない」を「記載しなければならない」に改める。
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第 9 条第 2 項中「記載し、調査を行った委員及び調書を作成した書

記がこれに署名押印しなければならない」を「記載しなければならな

い」に改める。

第 12 条第 2 項中「記載し、議事に関与した委員及び調書を作成した

書記がこれに署名押印しなければならない」を「記載しなければなら

ない」に改める。

（さくら市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第 2 条 さくら市職員の服務の宣誓に関する条例（平成 17 年さくら市条

例第 36 号）の一部を次のように改正する。

第 1 条中「に基づき」を「の規定に基づき、」に改める。

第 2 条中「、任命権者の面前において」を削り、「に署名してからで

なければ、その職務を行ってはならない」を「を任命権者に提出しな

ければならない」に改める。

第 3 条中「定めることができる」を「別に定める」に改める。

別記様式中「氏 名㊞」を「氏 名」に改める。

（さくら市学校職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第 3 条 さくら市学校職員の服務の宣誓に関する条例（平成 17 年さくら

市条例第 84 号）の一部を次のように改正する。

第 1 条中「及び第 2 条」を削り、「さくら市立小学校及び中学校職員

（以下「職員」という。）」を「市町村立小中学校等職員としてさくら

市立学校（さくら市立学校の設置に関する条例（平成 17 年さくら市条

例第 89 号）第 2 条に規定するさくら市立学校をいう。）に勤務する職

員（以下「学校職員」という。）」に改める。

第 2 条中「さくら市学校職員（以下「学校職員」という。）」を「学

校職員」に改め、「教育長又はさくら市教育委員会（以下「教育委員会」

という。）の定める上級の公務員の前で」を削り、「に署名し、これを

朗読してからでなければ、その職務を行ってはならない」を「を教育

長に提出しなければならない」に改める。

第 3 条中「を除くほか」を「のほか」に改め、「教育委員会が」の次

に「別に」を加える。

別記様式中「ここに」を「ここに、」に、「氏 名 ㊞」を「氏

名」に改める。

（さくら市火入れに関する条例の一部改正）

第 4 条 さくら市火入れに関する条例（平成 17 年さくら市条例第 141
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号）の一部を次のように改正する。

様式第 1 号中「氏 名 ㊞」を「氏 名」に改める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

2 この条例の施行の際現にある第 2条の規定による改正前のさくら市職

員の服務の宣誓に関する条例、第 3 条の規定によるさくら市学校職員

の服務の宣誓に関する条例及び第 4 条の規定によるさくら市火入れに

関する条例に基づく様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。
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追加議案第 2 号

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定につ

いて

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定める。

令和 3 年 3 月 15 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

（さくら市国民健康保険税条例の一部改正）

第 1 条 さくら市国民健康保険税条例（平成 17 年さくら市条例第 65 号）

の一部を次のように改正する。

附則第 22 項第 1 号中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

24 年法律第 31 号）附則第 1 条の 2 第 1 項に規定する新型コロナウイ

ルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和 2 年 1 月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に

伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感

染症」に改める。

（さくら市国民健康保険条例の一部改正）

第 2 条 さくら市国民健康保険条例（平成 17 年さくら市条例第 121 号）
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の一部を次のように改正する。

附則第 5 項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法

律第 31 号）附則第 1 条の 2 第 1 項に規定する新型コロナウイルス感染

症（以下「新型コロナウイルス感染症」という」を「新型コロナウイ

ルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令

和 2 年 1 月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染

する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症

をいう。以下同じ」に改める。

（さくら市介護保険条例の一部改正）

第 3 条 さくら市介護保険条例（平成 17 年さくら市条例第 122 号）の一

部を次のように改正する。

附則第 19 項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年

法律第 31 号）附則第 1 条の 2 第 1 項に規定する新型コロナウイルス感

染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和

2 年 1 月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」

に改める。

（さくら市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の一部改正）

第 4 条 さくら市新型コロナウイルス感染症対策基金条例（令和 2 年さ

くら市条例第 13 号）の一部を次のように改正する。

第 1 条中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第

31 号）附則第 1 条の 2 第 1 項に規定する新型コロナウイルス感染症」

を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和 2 年 1

月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力

を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改め

る。

（さくら市新型コロナウイルス感染症対策特別資金融資に係る利子補

給金運用基金条例の一部改正）

第 5 条 さくら市新型コロナウイルス感染症対策特別資金融資に係る利

子補給金運用基金条例（令和 2 年さくら市条例第 31 号）の一部を次の

ように改正する。

第 1 条中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第

31 号）附則第 1 条の 2 第 1 項に規定する新型コロナウイルス感染症」

を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和 2 年 1
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月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力

を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改め

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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追加議案第3号

さくら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例の一部改正について

さくら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 3 年 3 月 15 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例

さくら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成17年さくら市条例第44号）の一部を次のように改正する。

別表市医の項の次に次のように加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

予防接種事

故調査委員

会委員

医師 日額 20,000 円

弁護士 日額 15,000 円
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追加議案第 4 号

令和 2 年度さくら市一般会計補正予算（第 14 号）

令和 2 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 14 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 令和 2 年度さくら市一般会計補正予算（第 13 号）の歳入歳出予

算の総額から歳入歳出それぞれ 3,671 万 3 千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 246 億 1,000 万 3 千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第 2 条 既定の繰越明許費の追加、変更は、「第 2 表 繰越明許費補正」

による。

（債務負担行為の補正）

第 3 条 既定の債務負担行為の変更は、「第 3 表 債務負担行為補正」

による。

（地方債の補正）

第 4 条 既定の地方債の追加は、「第 4 表 地方債補正」による。

令和 3 年 3 月 15 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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第 2 表 繰 越 明 許 費 補 正

追 加 (単 位 ： 千 円 )

変 更 (単 位 ： 千 円 )

款 項 事 業 名 金 額

8 土 木 費 3 都 市 計 画 費
氏 家 駅 東 地 区 魅 力

向 上 事 業
4 , 8 9 6

1 0 教 育 費 2 小 学 校 費 小 学 校 運 営 事 業 7 , 2 0 6

1 0 教 育 費 3 中 学 校 費 中 学 校 運 営 事 業 2 , 4 0 2

款 項 事 業 名 補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

4 衛 生 費
1 保 健 衛

生 費

新 型 コ ロ ナ ウ

イ ル ス ワ ク チ

ン 接 種 事 業

3 6 , 0 0 0 1 7 , 4 8 2
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第 3 表 債 務 負 担 行 為 補 正

変 更 (単 位 ： 千 円 )

事

項

補 正 前 補 正 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

コ ー ル

セ ン タ

ー・集 団

接 種 対

応 業 務

委 託

令 和 2 年 度 か ら

令 和 3 年 度 ま で
1 2 0 , 0 0 0 補 正 前 に 同 じ 52 , 0 0 0
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第 4 表 地 方 債 補 正

追 加 (単 位 ： 千 円 )

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

減 収 補 填 債 1 5 7 , 9 0 0

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

4 . 0 % 以

内 （ た だ

し 、利 率 見

直 し 方 式

で 借 り 入

れ る 資 金

に つ い て 、

利 率 の 見

直 し を 行

っ た 後 に

お い て は

当 該 見 直

し 後 の 利

率 と す

る 。）

政 府 資 金 に つ

い て は 、 そ の 融

資 条 件 に よ り 、

銀 行 そ の 他 の 場

合 に は そ の 債 権

者 と 協 定 す る も

の に よ る 。 た だ

し 、 市 財 政 の 都

合 に よ り 据 置 期

間 及 び 償 還 期 限

を 延 長 し 、 短 縮

し 、 若 し く は 繰

上 償 還 、 又 は 借

換 え す る こ と が

で き る 。

-18-



令和2年度さくら市一般会計補正予算
（第14号）に関する説明書
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( )

( )

( )

( )

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特別職

（単位：千円）

給　与　費

職員数 期末手当

　（人） 年間支給率(月分)

7,418

3.30

23,706

3.30

その他の

特 別 職

7,418

3.30

23,706

3.30

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

区　分 共済費 合　計
報　酬 給　料

その他
の手当

計

長　等 3 19,913 51 27,382 4,493 31,875

議　員 18 72,248 95,954 25,998 121,952

1,214 79,164 79,164 79,164

計 1,235 151,412 19,913 31,124 51 202,500 30,491 232,991

長　等 3 19,913 51 27,382 4,493 31,875

議　員 18 72,248 95,954 25,998 121,952

1,211 78,894 78,894 78,894

計 1,232 151,142 19,913 31,124 51 202,230 30,491 232,721

長　等 0 0 0

議　員 0 0 0

3 270 270 270

計 3 270 0 0 0 270 0 270

補
正
後

補
正
前

比

較
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( )

( )

( )

２　一般職

（１）総括

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

306

365

316

365

△ 10

0

（単位：千円）

補正後 26,194 21,964 19,468 880 126,999 2,130

補正前 26,194 21,964 19,468 880 126,999 2,130

比　較 0 0 0 0 0 0

職員手当

補正後 34,670 280,820 183,310 17,840 0 321

の 内 訳 補正前 34,670 280,820 183,310 17,840 0 321

比　較 0 0 0 0 0 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 389,564 1,268,842 714,596 2,373,002 443,769 2,816,771

補正前 391,317 1,268,842 714,596 2,374,755 444,052 2,818,807

比　較 △ 1,753 0 0 △ 1,753 △ 283 △ 2,036

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

2-コールセンター・
集団接種対応業務委
託

(120,000)

52,000
令和2年度　　
令和3年度

(120,000)

52,000
(120,000)

52,000

　（　）内は、補正前の数値である。

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

特　定　財　源事　　　　　項 限 度 額

期　間 金　額 期　間 金　額
一　般　
財　源
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 14,656,406 14,029,164 1,810,403 1,701,304 14,138,263 

（１）総務 5,809,156 5,689,486 933,403 697,198 5,925,691 

（２）民生 509,998 435,948 10,400 74,244 372,104 

（３）衛生 299,881 330,697 22,700 23,738 329,659 

（４）農林水産 786,370 674,483 24,900 96,417 602,966 

（５）商工 0 0 93,300 0 93,300 

（６）土木 3,192,760 2,920,992 251,800 387,041 2,785,751 

（７）消防 709,856 702,831 2,000 81,507 623,324 

（８）教育 3,348,385 3,274,727 471,900 341,159 3,405,468 

２　災害復旧費 12,169 69,032 77,700 638 146,094 

（１）公共土木施設 8,769 29,557 14,100 213 43,444 

（２）農林水産業施設 3,400 39,475 63,600 425 102,650 

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0 

合　　　計 14,668,575 14,098,196 1,888,103 1,701,942 14,284,357 

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込額

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度末
現在高見込額
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追加議案第 5 号

令和 3 年度さくら市一般会計補正予算（第 1 号）

令和 3 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 1 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 令和 3 年度さくら市一般会計予算の歳入歳出予算の総額に歳入

歳出それぞれ 4 億 8,401 万 6 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ 192 億 6,401 万 6 千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第 2 条 既定の債務負担行為の追加は、「第 2 表 債務負担行為補正」

による。

令和 3 年 3 月 15 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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第 2 表 債 務 負 担 行 為 補 正

追 加 (単 位 ： 千 円 )

事 項 期 間 限 度 額

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

対 策 特 別 資 金 利 子 補 給 金 事

業

令 和 3 年 度 か ら

令 和 6 年 度 ま で
5 4 , 0 0 0

-38-



令和3年度さくら市一般会計補正予算
（第1号）に関する説明書

-39-



-40-



-41-



-42-



-43-



-44-



-45-



-46-



-47-



( )

( )

( )

( )

給　与　費　明　細　書

１　特別職

（単位：千円）

給　与　費

職員数 期末手当

　（人） 年間支給率(月分)

10,839

3.30

23,435

3.30

その他の

特 別 職

10,839

3.30

23,435

3.30

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

区　分 共済費 合　計
報　酬 給　料

その他
の手当

計

長　等 3 27,180 137 38,156 6,800 44,956

議　員 18 74,100 97,535 24,676 122,211

1,179 88,641 88,641 88,641

計 1,200 162,741 27,180 34,274 137 224,332 31,476 255,808

長　等 3 27,180 137 38,156 6,800 44,956

議　員 18 74,100 97,535 24,676 122,211

1,178 100,011 100,011 100,011

計 1,199 174,111 27,180 34,274 137 235,702 31,476 267,178

長　等 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0

1 △ 11,370 △ 11,370 △ 11,370

計 1 △ 11,370 0 0 0 △ 11,370 0 △ 11,370

補
正
後

補
正
前

比

較
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( )

( )

( )

２　一般職

（１）総括

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

331

364

315

364

16

0

（単位：千円）

補正後 25,764 34,957 18,167 883 130,932 2,265

補正前 25,764 34,049 18,167 883 128,412 2,265

比　較 0 908 0 0 2,520 0

職員手当

補正後 34,326 326,419 192,758 17,000 0 618

の 内 訳 補正前 34,326 324,717 192,758 17,000 0 618

比　較 0 1,702 0 0 0 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 416,959 1,279,224 784,089 2,480,272 454,807 2,935,079

補正前 387,093 1,279,224 778,959 2,445,276 454,468 2,899,744

比　較 29,866 0 5,130 34,996 339 35,335

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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( )

( )

( )

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

5

311

5

311

0

0

（単位：千円）

補正後 25,764 18,371 18,167 883 123,345 2,265

補正前 25,764 18,371 18,167 883 120,825 2,265

比　較 0 0 0 0 2,520 0

職員手当

補正後 34,326 258,654 192,758 17,000 0 618

の 内 訳 補正前 34,326 258,654 192,758 17,000 0 618

比　較 0 0 0 0 0 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 0 1,140,825 692,151 1,832,976 359,502 2,192,478

補正前 0 1,140,825 689,631 1,830,456 359,502 2,189,958

比　較 0 0 2,520 2,520 0 2,520

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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( )

( )

( )

　イ　会計年度任用職員

（単位：千円）

職員数 給　与　費

　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

326

53

310

53

16

0

（単位：千円）

補正後 0 16,586 0 0 7,587 0

補正前 0 15,678 0 0 7,587 0

比　較 0 908 0 0 0 0

職員手当

補正後 0 67,765 0 0 0 0

の 内 訳 補正前 0 66,063 0 0 0 0

比　較 0 1,702 0 0 0 0

補正後 0 0

補正前 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分 共済費 合　計 備考

補正後 416,959 138,399 91,938 647,296 95,305 742,601

補正前 387,093 138,399 89,328 614,820 94,966 709,786

比　較 29,866 0 2,610 32,476 339 32,815

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細（※会計年度任用職員は含まない）

（単位：千円）

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

　平均給料月額　（円） 288,118 283,791

令和3年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 314,390 302,155

　平均年齢　　　（歳） 41.2 55.7

備考　短時間勤務職員以外の職員について作成。

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給　料 0

　給与改定に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分

　その他の
　増減分

0

職　員
手　当

2,520

　制度改正に
　伴う増減分

　その他の
　増減分

2,520 事業の精査による

区　分 一般行政職 技能労務職
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

3-新型コロナウイル
ス感染症対策特別資
金利子補給金事業

(0)
54,000

令和3年度　　
令和6年度

(0)
54,000

(0)
54,000

　（　）内は、補正前の数値である。

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

特　定　財　源事　　　　　項 限 度 額

期　間 金　額 期　間 金　額
一　般　
財　源
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追加議案第6号

第 2 次さくら市総合計画基本構想の変更について

第 2次さくら市総合計画基本構想を別紙のとおり変更することについ

て、さくら市総合計画条例（平成 27 年さくら市条例第 15 号）第 6 条の

規定により、議会の議決を求める。

令和 3 年 3 月 15 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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基本構想
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基本構想

１ まちづくりの体系・全体像

さくら市のまちづくりを進める基本的な考え方を示す「まちづくりの基本理念」に基づき、

さくら市がめざすまちづくりの方向性を示す「将来都市像」の実現をめざします。

なお、まちづくりの基本理念、将来都市像は、第１次振興計画を継承するものとします。

まちづくりの理念

将来都市像

まちづくりの方向性

持続性のある自立した行財政基盤を確立し、安心して暮らせるまちづくり

－さくら市での暮らしを楽しめるまちづくり－

安心して暮らせ、地域・ひと・ものを結ぶ、魅力いっぱいのまち
－健康・里山・桜の小都市－

自
立
し
た
行
財
政
の
確
立

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
は

人
づ
く
り

い
き
い
き
と
生
活
を

楽
し
む
ま
ち
づ
く
り

活
力
と
魅
力
に
あ
ふ
れ
る

ま
ち
づ
く
り

環
境
に
や
さ
し
いま

ち
づ
く
り

基本計画

(施策別計画)

人
口
減
少
社
会
へ
の

対
応
・
取
り
組
み
推
進
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２ まちづくりの基本理念・将来都市像

（１）まちづくりの基本理念

＜持続性のある自立した行財政基盤を確立し、安心して暮らせるまちづくり＞

－さくら市での暮らしを楽しめるまちづくり－

さくら市は、清らかな河川と緑豊かな田園・丘陵地が広がるとともに、古墳、城跡、神社仏

閣等を始めとした、先祖から受け継がれてきた歴史や文化があり、更には喜連川温泉等の観光

資源にも恵まれています。

これらの自然・歴史を守り、未来に引き継いで行くため、自分達の責任で自らのまちをつく

るという自立意識を常に市民と行政が共有し、広い視野でまちづくりを進めていく必要があり

ます。

さくら市においても人口減少社会を迎えることになりますが、人口減少による影響を抑制し、

新しい社会体制に対応していくためには、効果的・効率的な行政経営により財政基盤を安定さ

せつつ、産業の活性化や仕事の創出に力を注ぎ、定住・交流・関係人口の増加につながる魅力

あるまちづくりの推進が必要です。そして、市民の結婚・出産の希望を叶えられるよう、子育

て・教育への支援を充実させるとともに、誰もが安心して地域で暮らせるような仕組みづくり

に取り組むことで、持続性のあるまちづくりを進めていくことが重要と考えます。

そのため、さくら市は、まちづくりの基本理念を「持続性のある自立した行財政基盤を確立

し、安心して暮らせるまちづくり－さくら市での暮らしを楽しめるまちづくり－」として、あ

らゆる施策に反映させていきます。

（２）将来都市像

＜安心して暮らせ、地域・ひと・ものを結ぶ、魅力いっぱいのまち＞

－健康・里山・桜の小都市－

少子高齢化、情報化、地球温暖化、グローバル化等、暮らしの環境が大きく変化する中、時代

又は環境に合わせた施策の拡充・見直しを常に行い、安心して暮らせるまちになるように取り組

みます。

氏家町・喜連川町の２町合併により、さくら市が誕生して 15年が経過しました。これからも、

さくら市としての一体感を更に醸成させるため、地域同士の交流はもちろん、市外との人・経済

の交流を活発化させることにより新たな魅力を創造し、地域資源・都市機能の総合力を向上させ

るべく、地域・ひと・ものの結びつきを強めるまちづくりをめざします。

さくら市は、これらのまちづくりのあり方を、将来都市像として「安心して暮らせ、地域・ひ

と・ものを結ぶ、魅力いっぱいのまち－健康・里山・桜の小都市－」と定めます。
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３ まちづくりの方向性

まちづくりの理念・将来都市像を実現するため、次の項目をまちづくりの基本的な方向とし

て設定します。

（１） 自立した行財政の確立

まちづくりを進めるためには、さくら市が、持続性のある自立した行財政運営が可能な自治

体であることが大前提となります。

国における財政再建・地方分権の進展に伴い、市町村財政が年々厳しくなる中で、計画的で

持続性のある財政運営のため、行財政改革、より効率的で効果的な施策の展開、適正な受益者

負担、自主財源確保、市民との協働等を進めます。

（２） まちづくりの基本は人づくり

心豊かな人を育み、心身が健全で、思いやりと生きがいを持った人づくりを進めます。

特に、次代を担う子ども達がたくましくのびのびと育つよう、家庭と地域の連携を深めると

ともに、生涯に渡って学ぶ意欲を養い、生きる力・確かな学力を培う学校教育の充実等、教育

の充実による人づくりを進めます。

（３） いきいきと生活を楽しむまちづくり

多様化する個人の価値観・ライフスタイル（生活様式）に合わせ、それぞれが生きがいを持

ち、人生・生活を楽しむことができるよう、ゆとりあるまちづくりのための仕組みを整えてい

きます。地域の歴史・風土・文化を自らの個性・特徴として再認識し、次世代に向けた文化を

築くとともに、高齢化が進行する社会を明るく健康的で生き生きとしたものにするため、生き

がいづくり、生涯学習、健康づくり等に取り組むとともに、いざというときには安心して適切

な医療サービスが受けられるよう、地域医療体制の充実を図ります。また、性別・年齢・国籍

にかかわらず、個人の感性・価値観に基づいたライフスタイルを選択し、能力を活かすことが

できるようなまちづくりを進めます。
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（４） 活力と魅力にあふれるまちづくり

さくら市を明るく豊かなまちとして発展させていくためには、産業の活性化、氏家駅周辺等

の中心市街地の活性化、観光、文化等での交流・関係人口の増加が不可欠です。

そのため、市民による連携を深めながら、効果的な魅力づくりを行います。また、喜連川温

泉を中心に豊かな自然環境・歴史・文化といった地域資源を活かしてにぎわいのあるまちづく

りを進めるほか、農業がより活性化するような取組及び地域の中小企業等が新たな分野・技術

に挑戦できるような環境づくりを進めていきます。

（５） 環境にやさしいまちづくり

地球温暖化をはじめとした環境問題は、大規模な自然災害、ヒートアイランド現象等により、

直接、私達の生活に影響を及ぼします。そのため、自然環境の保全に改めて強い意識をもって

努力するとともに、自然環境への負担をなるべく少なくするような生活を実践していかなけれ

ばなりません。

更に、現在の産業構造を可能な限り循環型に転換することにより、リサイクル社会実現に向

けた取組を進めていく必要があります。

（６）人口減少社会への対応・取組の推進

平成 20 年以降、日本は人口減少社会に転換しているといわれています。人口減少は、国力

の低下につながるため、国は、平成 26 年 12 月にまち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、2060

年人口 1億人の政策目標を掲げました。

さくら市は、市の誕生以来、人口が増加傾向にありましたが、今後はゆるやかに減少してい

くことが予想され、それに伴い、税収の減少、地域経済の停滞、高齢者医療費の問題等、様々

な影響が懸念されています。

その対策として、雇用の質・安定性を維持し、それにより「しごと」が「ひと」を呼び、更

には「ひと」が「しごと」を呼びこみ「まち」に活力を与えるような「まち・ひと・しごと」

の好循環の確立を図ります。また、一定数の人口減少は避けらないという現実を踏まえ、新た

な人口規模を見据えた事業展開、公共施設再編等の取組について、住民との共通認識を形成し

ながら、推進していく必要があります。

-59-



４ 計画推進の基本姿勢

この基本構想は、将来都市像の実現を図るための市政運営の根幹となる指針であり、市民・

行政が一体となって目指すべき努力目標となるものです。

したがって、この構想の推進にあたっては、市民・企業・行政の役割分担を明確にした上で、

国、県、近隣市町、広域地域等と連携しながら、効率的な行財政運営を基本として、着実かつ

適切に諸施策を進めていきます。

（１）市民主体・市民との協働の推進

地方分権により、国・県と市町村は対等な関係で施策の展開を進める事となり、各自治体が

自己決定・自己責任により施策を執行する事となります。

自己決定・自己責任で施策を選択するためには、従来にも増して市民の視点に立ち、より必

要性が高く効果的な施策を市民との協働により進める「市民が主役のまちづくり」が大切です。

「自ら考え、自ら行動する」という主体的な責任を持って社会に参加する人づくりを進める

とともに、市民・NPO の活動を促進し、市民・企業・行政がそれぞれ対等の立場で協力し合う、

協働を基本とした自立・連携のまちづくりを推進します。

今後、更に厳しくなる行財政運営と多様化する住民ニーズに対応するためには、市民・行政

が良好な信頼関係を保ちつつ、協働によるまちづくりを進めていくことが必要であるため、ま

ちづくりに取り組む地域コミュニティ、市民団体、NPO 等について、その主体的な活動を支援

し、市民との協働を推進します。

（２）地域ネットワークを核としたまちづくり

地域コミュニティ等の地域力の低下が懸念される中で、ひとり暮らしの高齢者・高齢者世帯

の支援・見守り、児童・生徒の登下校の安全性の確保といった少子高齢化社会への対応や、非

行防止等の青少年の健全育成のためには、身近な人達との温かい交流により、相互に支え合い

ながら安心して暮らせる地域ネットワーク・地域コミュニティを育むことが重要です。

今後は、まちづくりの様々な課題に対して、市民個人での対応ではなく、地域の一員として、

身近な生活環境の中で取り組み、解決していくことが望まれます。

（３）開かれた市政の推進

社会・経済のグローバル化が進む中、ますます高度化・多様化する行政ニーズに対応してい

くためには、市民・企業・行政がそれぞれの役割や責任を分担し、ともに取り組んでいくこと

が重要です。また、こうしたパートナーシップ（協力関係）によるまちづくりを進める上では、

お互いを理解することが何よりも重要です。
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そのため、市民の視点に立った行政サービスの提供を基本としながらも、行政の考え方・取

組について早く正確に市民に伝えるとともに、市民意識・市民ニーズの的確な把握に努め、開

かれた市政を推進します。

（４）環境変化を踏まえた財政運営の実施

財政運営については、長期的展望の基に自立した持続性のあるものとすべく、効率的かつ弾

力的な運営に努めるとともに、より充実した行政サービスが提供できるよう、計画的な事業の

執行、安定した財源の確保等を図ります。

また、道路、上下水道、公共施設等の多くのインフラが更新時期を迎え、財政負担の増加が

予測されるため、施設の長寿命化、再編等による財政負担の低減・平準化への取組を推進して

いきます。

（５）行政経営力の強化

少子高齢化・人口減少・価値観の多様化・限られた財源という社会情勢においてまちづくり

を展開していくためには、組織マネジメント力及び職員の政策形成力・課題解決力の強化が不

可欠です。

組織マネジメント力を強化するためには、まちづくりに対して組織として責任を持ち、施策

を進めていく必要があります。そのため、成果を意識した施策の目標設定、目標を達成するた

めの事業の計画策定及び事業の実施・評価・改善等を連続的に実施する行政評価制度（PDCA

サイクル）の構築・運用を推進します。

また、職員の政策形成力・課題解決力の強化のためには、人材育成が重要となるため、人事

評価、ＯＪＴ※等の取組を行います。

※On the Job Training の略。職場内で上司・先輩が、日常の仕事を通じて、部下に必要な知識・技術・仕事への取り組む

ときの意識などについて教育すること。
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５ 将来の人口展望

国立社会保障・人口問題研究所が発表した人口推計によると、近い将来、全国の大多数の都

市で大幅な人口の減少が生じると予測されています。市制施行以降、人口増加基調にあったさ

くら市も例外ではなく、人口減少局面に進むと見込まれています。

さくら市では、人口減少への対策、今後のまちづくり等について活用するため、人口の将来

展望を設定します。

令和 22年 41,913 人 （国（社人研）推計値より ＋378人）

令和 42年 38,013 人 （国（社人研）推計値より ＋2,080 人）

＜人口の将来展望の仮定値＞

◆合計特殊出生率

◆移動率（転出入）

若者・ファミリー層である 20 代前半から 30 代中盤までの転入を 15％促進

転出を 15％抑制

■さくら市の人口の推移と将来展望

※このグラフにおける｢社人研推計｣は、国立社会保障人口問題研究所が示した人口推計の考え方に基づいて推計
を行ったもので、小数点以下の処理の関係で実際の国立社会保障人口問題研究所の推計値とは異なります。

平成 27 年（実績） 令和２年 令和７年 令和 12年 令和 17年 令和 22 年以降

1.59 1.70 1.78 1.85 1.93 2.00

H27年 R02年 R07年 R12年 R17年 R22年 R27年 R32年 R37年 R42年

社人研推計 44,901 44,723 44,237 43,520 42,628 41,535 40,276 38,959 37,519 35,933 

将来展望 44,901 44,566 44,134 43,505 42,768 41,913 41,051 40,172 39,176 38,013 

30,000 

32,000 

34,000 

36,000 

38,000 

40,000 

42,000 

44,000 

46,000 

合計特殊出生率改善・

若者・ファミリ-層の転入促進

と転出抑制で 38,000 人
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６ 財政の見通し

今後５年間の財政見通しを、令和３年度当初予算額をベースに現行制度が続くという前提

で作成しました。作成にあたっては、健全な財政運営を維持することを基本とし、市債残高

の増大を抑えるとともに、事務事業の合理化・効率化による経費削減を行うことを加味しま

す。

さくら市の普通会計の歳出は、近年 190 億円程度で推移してきました。今後の歳入歳出は、

令和６年度に小学校の長寿命化、給食センター建設等の大型事業が重なるため 208 億円超と

なるものの、他の年度は 180 億円から 190 億円程度で推移する見込みです。

これまで、合併の特例措置により有利な条件で財政を運営してきたさくら市ですが、令和

２年度にその優遇措置も終了し、少子高齢化の進展による影響も想定されるため、厳しい財

政状況となることが見込まれています。

6,312 6,445 6,570 6,557 6,683 

3,137 3,224 3,034 3,175 2,704 

2,331 2,291 2,251 2,271 2,171 

1,546 1,667 1,300 
3,127 

1,467 

5,524 5,378 5,267 

5,722 

5,443 

18,849 19,006 18,422 

20,851 

18,468 

0 
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10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

歳入総額の見通し（百万円）

市税 その他自主財源 地方交付税 市債 その他依存財源

8,805 8,769 8,702 8,646 8,472 

1,298 1,703 1,303 
3,803 

1,703 

8,746 8,534 8,417 

8,402 

8,293 

18,849 19,006 18,422 

20,851 

18,468 

0 
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25,000 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

歳出総額の見通し（百万円）

義務的経費 投資的経費 その他経費
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７ 土地利用の方向性

土地とは、市民生活・産業経済活動の共通の基盤であるとともに、地域の自然環境を構成す

る貴重な資源でもあります。まちづくりの基盤である土地の利用については、自然環境への影

響にも配慮しながら社会的な必要性に適切に対応し、総合的かつ計画的な視点から整備・開

発・保全を進めていく必要があります。

そこで、市域を「都市的利用地域」「農業的利用地域」「自然地域」の３地域に区分し、そ

れぞれの地域の特性に応じた土地利用を進めていきます。

（１）都市的利用地域

① 商業等集積地域

商業系とその周辺の住居系用途地域からなる中心市街地部については、住民の利便性に寄

与する店舗、事務所等の各種サービス施設の集積を誘導し、将来に渡り市の発展を支える中

核的な役割を果たす区域として位置づけます。

② 住宅地域

既に住宅が集積している区域及び今後宅地化が想定される区域を住宅地域として位置づ

け、生活環境の維持・向上を図るとともに周辺の環境と調和した良好な住環境の形成を目指

します。

③ 工業地域

既存の工業団地については、工業地域として他の土地利用への干渉・影響を抑制し、工業

生産活動の拠点として、産業構造の変化に対応出来る生産基盤の整備・確保に努めます。

（２）農業的利用地域

東京圏への生鮮食料供給基地として、農業生産基盤の維持・整備に努め、優良農地の保全

を図ります。

（３）自然地域

林業生産の場のみならず保養・レクリエーションの場等、多様な利用を促進するとともに、

恵まれた自然環境の保全に努めます。
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